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【町長提出】
議 案 第 3 号 松伏町特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準を定める条例 ● ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議 案 第 4 号 松伏町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議 案 第 5 号 松伏町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 ● ● ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議 案 第 6 号 松伏町印鑑条例の一部を改正する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議 案 第 7 号 松伏町行政手続条例の一部を改正する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議 案 第 8 号 松伏町介護保険条例の一部を改正する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議 案 第 9 号 松伏町課設置条例の一部を改正する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決
議案第10号 松伏町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 ● ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決
議 案 第11号 技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例を廃止する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決
議案第12号 令和７年度松伏町一般会計補正予算（第７号） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議案第13号 令和７年度松伏町国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議案第14号 令和７年度松伏町介護保険特別会計補正予算（第３号） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議案第15号 令和７年度松伏町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議案第16号 令和８年度松伏町一般会計予算 〇 〇 欠 〇 〇 〇 〇 〇 欠 〇 〇 〇 可決

議案第17号 令和８年度松伏町国民健康保険特別会計予算 ● ● 欠 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議案第18号 令和８年度松伏町介護保険特別会計予算 ● ● 欠 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議案第19号 令和８年度松伏町後期高齢者医療特別会計予算 ● ● 欠 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議案第20号 令和８年度松伏町下水道事業会計予算 〇 〇 欠 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議案第21号 松伏町副町長の選任について 〇 〇 欠 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 同意

【議員提出】

発 議 第 1 号 アメリカ合衆国とイスラエル国による先制軍事攻撃もイランの報復攻撃も即時中止・
停戦を求める決議 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ◎ 可決

発 議 第 2 号 松伏町議会委員会条例の一部を改正する条例 〇 〇 欠 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ◎ 可決

発 議 第 3 号 食料自給率向上に向けた農政の抜本的転換を求める意見書 ◎ 〇 欠 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

3月定例会の議案の採決

（〇＝賛成、●＝反対、欠＝欠席、◎＝提出者）
（会派名）自＝自民クラブ、チ＝チェンジ松伏・無所属クラブ、未＝未来クラブ、公＝公明党、共＝日本共産党、社＝社会正義クラブ

決議・意見書

可決

可決

　アメリカ合衆国とイスラエル国は２月28日、イラン・イスラム共和国に対して大規模な先制軍事攻
撃を開始し、イラン全土で一般市民を含む死者が発生した。攻撃を受けたイランは米軍基地のある湾岸
諸国に向けて報復攻撃を行った。
　その後も新たな軍事攻撃と報復攻撃が行われ、被害はさらに増え、地域の不安定化と大規模な戦争へ
の危険が拡大している。
　よって、松伏町議会は、アメリカ合衆国とイスラエル国による先制軍事攻撃もイラン・イスラム共和
国の報復攻撃も即時中止・停戦し、外交努力により解決するよう双方に強く求める。以上、決議する。

１　国内食料を増産し、食料自給率の目標値と目標達成に向けた計画を明らかにすること。
２　�安定的な農業経営を確保するために、所得補償制度など有効な施策を確立すること。また、主食の
米については、政府が価格と需給に責任を持ち、増産に転じること。

３　�日本の農業と農地を守るためには、多様な農業経営体が必要であり、規模拡大や効率化を対象とし
た補助要件に加え、家族経営が主体の農業者も持続的な農業経営が可能となる仕組みづくりを進め
ること。

■�アメリカ合衆国とイスラエル国による先制軍事攻撃も
イランの報復攻撃も即時中止・停戦を求める決議

■食料自給率向上に向けた農政の抜本的転換を求める意見書

※決議・意見書の要旨等については、町議会ホームページに
　掲載しています。

（一部省略）
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